
明治維新後の私なりの教訓明治維新後の私なりの教訓明治維新後の私なりの教訓明治維新後の私なりの教訓

①　明治維新（１８６８年）から約１５０年での教訓

１）　４大陸プレートの上に日本列島があり、火山列島であること

２）　日本列島は太平洋と日本海等に囲まれた孤立島国であること

３）　日本列島は、偏西風下にあり台風襲来が繰り返されていること
　　
４）　以上より、頻繁に、豪雨・土砂災害、地震、津波等の災害に
　　遭っており、衣・食・住を自前でまかなう必要があること

５）　また最近の事象でよく判ったのは、関東平野は地盤が極めて
　　悪いことである。青年期火山の富士山の近くで、古来より都が
　　京都にあったことは、先人達の素晴らしい知恵といえる！

②　教訓を活かした国づくりとは

１）　この教訓を活かして、『国づくり』を論じるなら、東京一極集中を
　　速やかに止め、産業と機能を先ず活火山のない関西に分散し、
　　１００年の大計でもって、東京が潰れたら国が潰れる事態を回避
　　させる『機能分散と新国づくり大計』が必要といえる。

２）　そのためにも、孤立島国での食糧確保に努め、安全な水と食を
　　確保する第一次産業への大計的な政策転換が必要と考える。

３）　国民の衣・食・住を安定させ、災害から守る事が孤立島国では
　　大事であり、そこで活かされるのが山林・農地を持つ地方である。

４）　孤立島国の我々は、海路で他国へ逃げることは極めて困難で
　　安定した生活を保持するには、自給自足が前提となる。

③　基盤整備と巧みな外交術

１）　異常降雨に見られる環境変化は､国土保全の緊急な必要性を
　　示しているが、公共事業を悪とした政策等が国民の生命・財産を
　　危うくしており、防災・免災の基盤整備が緊急課題である。

２）　広島豪雨災害、今年の鬼怒川破堤氾濫等、異常気象による
　　災害は加速化する恐れは大きいと予測できる。
　　　それ故に､基盤整備への基本投資は益々必要である。



３）　国土保全等の基盤整備が緊急課題であるなら、ここへの資本
　　投入を心置きなく可能とするには、近辺諸国、主要な国々とは
　　争わず常によき関係を保持して行かねばならない。
　　　徳川２５０年の長きに亘った鎖国時代に劣化した外交術戦略
　　を再構築し、巧みな外交術を緊急に磨かなければならない。

４）　資源がほとんど無く、食を確実に保持できない孤立島国故に
　　戦争に巻き込まれると勝ち目がないことを肝に銘じるべきである。
　　　孤立島国が故に、国家国民の生命財産を守る難しさを自覚し
　　防災・免災へ取り組む重要性を国民に知らせる必要がある。

④　技術者の使命

１）　技術者・技術士の使命として、現実を真摯に正直に示して、
　　国家国民の生命財産を守る使命を邁進してほしい！

２）　自然との共生をし、土木技術を我々に伝えてきた先人の知恵
　　に学び、我々も自然に学び､土木技術文化を伝えていかねば
　　ならないと考える。

３）　真摯に正直に､技術士として邁進する覚悟でいる！







２０１５年　１１月　１４日
立命館大学技術士会　糸田川　廣志

　２０１５年１１月７日～８日、校友会東北応援ツアーで､福島県を訪問した。
　７日は、原発事故で全町避難の浪江町（なみえまち）、Jヴィレッジを見学し、
ハワイアンズに宿泊した。
　８日は、トマト栽培農業法人“あかい菜園”→“アクアマリン福島”→“いわき
・ら・ら・みゅう”を経て、郡山駅にて解散した。

　この中で､貴重な体験となった浪江町について主に報告する。資料の中に
『なみえ復興レポート』があるので､参照。

　バスで浪江町に入ったが、全町避難のため人影はなく、限られた人間が、
おそらく時間を限定して居ると考えられる。
　大震災から４年8ヶ月経過しており、明らかに朽ちているところが見えており、
見えないところもネズミやイノブタに荒らされていると聞いた。
　人が住まない家屋の荒廃は加速的に進むと思われるため、住居も店舗等も
年月とともに荒廃が進むと予測する。

　除染は進んでおらず、インフラ復旧もまだまだである。
　いざ帰還となっても､現状では生活できる可能性は低いと感じる。
　現状でこの状態であり、平成29年度本格復興期を目標にしているが、本当に
それでよいのか､極めて疑問に感じる事態である。

　福島第1原発は、まだ収束廃炉の見通しはなく、炉心溶融（メルトダウン）して
いると予測されており、コントロールされている状況にはないと考える。
　すなわち、今後の状況で放射能飛散が再度拡散し、浪江町を襲う可能性は
無いとは断言できない状況にあると考える。

　このような状況から､私が思ったことは以下のとおりである。
　①帰還するとしても､住居､店舗は改修するか、建て直すか等が必要だ！
　②その費用は個人財産であるため､個人負担、企業負担となるのか？
　③改修、建て直し時のゴミ類はどのように処分するのか？
　④以上の３点を考えただけでも、帰還が極めて困難であり、リスクがある。
　⑤要因は原発事故で、否応なしに故郷を追われたわけである。
　⑥したがって､原因者が負担するのが当然と考えるが、東京電力にその力
　　があるとは思えない！
　⑦電力を供給してもらっているエリアの受益者からは､負担の声はない。
　⑧国も他人事のように、冷静沈着である。

　以上より、大震災直後に直感したことを次に述べる。
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　１）　放射能汚染から逃れるには､できる限り遠くへ逃げるべし！
　２）　自分の命、家族の命、子供の命を考え､故郷を捨てる覚悟をすべきだ！
　３）　国は、福島県民を移転させて､新しい国づくりをし、原発所在地の安全
　　　確保に努め、福島県は１００年以上、国が管理する！

　以上のような事を､大震災直後に直感した。
　今回、浪江町に行き､その判断は妥当であると自分では納得した。
　それほどまでに､原発事故は重き罪深い事故であり、人災であると考える、
































































